
平成 27 年５月 19日 

各  位 

会 社 名 天 馬 株 式 会 社 

代表者名 代表取締役社長 藤咲 雄司 

（コード番号 7958 東証第一部） 

問合せ先 総務部調査役 西原 博幸 

（TEL．03－3598－5511） 

 

定款の一部変更に関するお知らせ 

 

 当社は、本日開催の取締役会において、「定款一部変更の件」を平成 27年６月 26 日開催

予定の第 67回定時株主総会に付議することを決議いたしましたので、下記のとおりお知ら

せいたします。 

 

記 

１．定款変更の理由 

（１）当社は、平成 27 年３月 31 日付の「監査等委員会設置会社への移行に関するお知

らせ」にて開示しておりますとおり、取締役会の監督機能を一層強化し、コーポレ

ート・ガバナンスの更なる充実を図ることを目的に「監査等委員会設置会社」に移

行します。 

    これに伴い、監査等委員会設置会への移行に必要な、監査等委員会および監査等

委員に関する規定の新設ならびに監査役および監査役会に関する規定の削除等を行

うものです。 

（２）インターネットの普及を考慮し、法務省令に定めるところに従い、株主総会参考

書類等をインターネットで開示することにより、みなし提供できる旨の規定を新設

するものです。 

（３）会社法の改正により、会社法第 427 条に定める責任限定契約の対象が非業務執行

取締役等に拡大されたことを受けて、責任限定契約の対象を拡大するべく所要の見

直しを行うものであります。 

（４）今後の業容の拡大や一層のガバナンス強化に対応するべく、経営上の機動性を確

保するため、取締役（監査等委員である取締役を除く。）の定員を７名から９名以

内に変更するものであります。 

（５）その他、上記変更に伴い、条数等所要の変更を行うものであります。 

 

２．定款変更の内容 

  変更内容は別紙のとおりです。 

   

３．日程 

  定時株主総会開催予定日  平成 27年６月 26 日（金） 

  定款変更の効力発生日   平成 27年６月 26 日（金） 

以 上 

takamizu mikiko
FASF会員マーク
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別  紙 

 

（下線部分は変更箇所を示しております。） 

現 行 定 款 変 更 案 

第一章 総  則 第一章 総  則 

第１条（商 号） 第１条（商 号） 

 ＜条文省略＞  ＜現行どおり＞ 

第３条（所在地） 第３条（所在地） 

第４条（機関の設置） 第４条（機関の設置） 

当会社は、取締役会、監査役、監査役

会および会計監査人を置く。 

当会社は、取締役会、監査等委員会お

よび会計監査人を置く。 

第５条（公告方法） 第５条（公告方法） 

 ＜条文省略＞  ＜現行どおり＞ 

第14条（招集者および議長） 第14条（招集者および議長） 

＜新  設＞ 第15条（株主総会参考書類等のインター 

ネット開示とみなし提供） 

当会社は、株主総会の招集に際し、株

主総会参考書類、事業報告、計算書類お

よび連結計算書類に記載または表示をす

べき事項に係る情報を、法務省令に定め

るところに従いインターネットを利用す

る方法で開示することにより、株主に対

して提供したものとみなすことができ

る。 

第15条（決議の方法） 第16条（決議の方法） 

 ＜条文省略＞  ＜現行どおり＞ 

第16条（議決権の代理行使） 第17条（議決権の代理行使） 

第四章 取締役および取締役会 第四章 取締役および取締役会 

第17条（定 員） 

当会社の取締役は、７名以内とする。 

第18条（定 員） 

当会社の取締役（監査等委員である取

締役を除く。）は、９名以内とする。 

＜新  設＞ ２．当会社の監査等委員である取締役は、

４名以内とする。 
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現 行 定 款 変 更 案 

第18条（選 任） 

取締役は、株主総会において選任する。 

第19条（選 任） 

取締役は、監査等委員である取締役と

それ以外の取締役とを区別して、株主総

会において選任する。 

２．＜条文省略＞ ２．＜現行どおり＞ 

３．＜条文省略＞ ３．＜現行どおり＞ 

第19条（任 期） 

取締役の任期は、選任後２年以内に終

了する事業年度のうち最終のものに関す

る定時株主総会の終結の時までとする。 

第20条（任 期） 

取締役（監査等委員である取締役を除

く。）の任期は、選任後１年以内に終了す

る事業年度のうち最終のものに関する定

時株主総会の終結の時までとする。 

＜新  設＞ ２．監査等委員である取締役の任期は、

選任後２年以内に終了する事業年度の

うち最終のものに関する定時株主総会

の終結の時までとする。 

２．補欠または増員により選任された取

締役の任期は、他の在任取締役の残任

期間と同一とする。 

３．任期満了前に退任した監査等委員で

ある取締役の補欠として選任された監

査等委員である取締役の任期は、退任

した監査等委員である取締役の任期の

満了する時までとする。 

第20条（取締役会の招集） 

取締役会は、法令に別段の定めがある

場合を除き取締役社長が招集する｡取締

役社長に差し支えあるときは、取締役会

の決議をもってあらかじめ定められた順

序により、他の取締役がこれにあたる。 

第21条（取締役会の招集） 

＜現行どおり＞ 

２．取締役会の招集通知は、会日の３日

前までに各取締役および各監査役に対

して発する。ただし、緊急の必要があ

るときはこの限りでない。 

２．取締役会の招集通知は、会日の３日

前までに各取締役に対して発する。た

だし、緊急の必要があるときはこの限

りでない。 
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現 行 定 款 変 更 案 

第21条（代表取締役および役付取締役） 

取締役会は、その決議によって取締役

の中から代表取締役を選定する。 

第22条（代表取締役および役付取締役） 

取締役会は、その決議によって監査等

委員である取締役以外の取締役の中から

代表取締役を選定する。 

２．取締役会は、その決議により取締役

の中から取締役社長１名、取締役会長

１名、取締役副会長１名ならびに取締

役副社長、専務取締役および常務取締

役各若干名を置くことができる。 

２．取締役会は、その決議により監査等

委員である取締役以外の取締役の中か

ら取締役社長１名、取締役会長１名、

取締役副会長１名ならびに取締役副社

長、専務取締役および常務取締役各若

干名を置くことができる。 

３．＜条文省略＞ ３．＜現行どおり＞ 

第22条（取締役会の決議の省略） 第23条（取締役会の決議の省略） 

取締役が取締役会の決議の目的事項に

ついて提案した場合、当該事項の議決に

加わることのできる取締役全員が書面ま

たは電磁的記録により同意の意思表示を

し、監査役が異議を述べないときは、取

締役会の承認決議があったものとみな

す。 

取締役が取締役会の決議の目的事項に

ついて提案した場合、当該事項の議決に

加わることのできる取締役全員が書面ま

たは電磁的記録により同意の意思表示を

したときは、取締役会の承認決議があっ

たものとみなす。 

＜新  設＞ 第24条（重要な業務執行の決定の取締役へ

の委任） 

 当会社は、会社法第399条の13第６項の

規定により、取締役会の決議によって重

要な業務執行（同条第５項各号に掲げる

事項を除く。）の決定の全部または一部を

取締役に委任することができる。 

第23条（取締役会規程） 第25条（取締役会規程） 

＜条文省略＞ ＜現行どおり＞ 

第五章 監査役および監査役会 ＜削  除＞ 

第24条（定 員） ＜削  除＞ 

当会社の監査役は、４名以内とする。  
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現 行 定 款 変 更 案 

第25条（選 任） ＜削  除＞ 

監査役は、株主総会において選任する。  

２．監査役の選任決議は、議決権を行使

することができる株主の議決権の３分

の１以上を有する株主が出席し、その

議決権の過半数をもって行う。 

 

第26条（任 期） ＜削  除＞ 

監査役の任期は、選任後４年以内に終

了する事業年度のうち最終のものに関す

る定時株主総会の終結の時までとする。 

 

２．補欠として選任された監査役の任期

は、退任した監査役の残任期間と同一

とする。 

 

第27条（監査役会の招集） ＜削  除＞ 

監査役会の招集通知は、会日の３日前

までに各監査役に対して発する。ただし、

緊急の必要があるときはこの限りでな

い。 

 

第28条（常勤監査役） ＜削  除＞ 

監査役会は、その決議により監査役の

中から常勤の監査役を選定する。 

 

第29条（監査役会規程） ＜削  除＞ 

監査役会に関する事項は、法令または

本定款のほか、監査役会において定める

「監査役会規程」による。 

 

＜新  設＞ 第五章 監査等委員会 

＜新  設＞ 第26条（監査等委員会の招集） 

 監査等委員会の招集通知は、会日の３

日前までに各監査等委員に対して発す

る。ただし、緊急の必要があるときはこ

の限りでない。 

＜新  設＞ 第27条（常勤監査等委員） 

 監査等委員会の決議により常勤監査等

委員若干名を選定することができる。 
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現 行 定 款 変 更 案 

＜新  設＞ 第28条（監査等委員会規程） 

 監査等委員会に関する事項は、法令ま

たは本定款のほか、監査等委員会におい

て定める「監査等委員会規程」による。 

第六章 取締役および監査役の責任免除 第六章 取締役の責任免除 

第30条（責任限定契約） 第29条（責任限定契約） 

当会社は、会社法第427条第１項の規定

により、社外取締役および社外監査役と

の間に、同法第423条第１項の責任を限定

する契約を締結することができる。ただ

し、当該契約に基づく責任の限度額は、

法令が規定する最低責任限度額とする。 

当会社は、会社法第427条第１項の規定

により、取締役（業務執行取締役等であ

るものを除く。）との間に、同法第423条

第１項の責任を限定する契約を締結する

ことができる。ただし、当該契約に基づ

く責任の限度額は、法令が規定する最低

責任限度額とする。 

第七章 計  算 第七章 計  算 

第31条（事業年度） 第30条（事業年度） 

 ＜条文省略＞  ＜現行どおり＞ 

第35条（除斥期間） 第34条（除斥期間） 

以上 
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